





















































附録 2 営業経営の分類 
 
Ⅰ．岩石および土壌工業             Ⅷ．木材および他の木片材工業 
1．岩石（5）          1．木材調製（3） 
2．石灰とモルタル（5）         2．平形木材商品（7） 
3．粘土と陶土、および粘土商品と陶土商品（9）       3．すべての種類の樽（1） 
4．ガラス（8）          4．木材、藁、靭皮、葦、等々からの編物商品（3） 
Ⅱ．金属工業          5．轆轤商品と彫刻商品 
1．貴金属（11）          6．櫛、刷毛、絵筆（3） 
2．卑金属と合金（除、鉄）（23）        7．ステッキ傘、日傘、雨傘（2） 
3．鉄と鋼（23）          8．木材商品と木片商品精製（3） 
Ⅲ．機械、道具、器具、装置、および運輸手段工業  Ⅸ．食糧品および嗜好品工業 
1．機械、道具、装置（10）         1．園芸場（1） 
2．運輸手段（除、機関車）（4）                  2．植物性食材（13） 
3．火器と弾丸（2）                       3．動物性食材（9） 
4．数学、物理学、化学用の器具と装置（3）             4．飲料（13）  
5．時刻測定器（時計）とその部品（2）               5．タバコ（2） 
6．楽器（5）     Ⅹ．衣料および清浄工場 
7．外科器具、装置、包帯（2）        1．（下着用）リンネル商品と寝具（3） 
8．照明装置、ランプ、等々（2）        2．上着、帽子、装身具（12） 
Ⅳ．化学工業          3．履物（2） 
    1．大工業の化学製品（4）         4．髪・髭手入（2） 
    2．化学、製薬、および写真術の薬剤（6）       5．清浄（5） 
    3．染色剤（除、タール染料）（9）   Ⅺ．建設業（17） 
   4．コールタールとその派生物（6）            Ⅻ．印刷業（14） 
 5．爆発物と可燃物質（4）                        ⅩⅢ．各種営業目的用美術業（7） 
  6．廃物と人工肥料（6）                    ⅩⅣ．商業 
Ⅴ．燃料と発光材、脂肪、石油、樹脂、ワニス工業       1．商品取引（13） 
1．燃料（6）          2．貨幣・信用取引（1） 
2．発光材（除、脂肪油）（11）        3．発送・委託取引（3） 
3．脂肪と石油（7）         4．書籍・美術品・楽譜取引、貸本屋（8） 
4．樹脂とワニス（9）          5．取引仲介（1）・ 
Ⅵ．繊維工業          6．補助的商業（1） 
1．絹からの撚糸と織物（7）         7．競売、賃貸、雇用仲介、等々（6） 
2．羊毛と他動物毛による撚糸と織物（14）  ⅩⅤ．保険業 
3．亜麻、麻、麻屑、黄麻、まお属植物、等々か      1．生命保険施設（2） 
      らの撚糸と織物（8）  2．火災保険施設（除、公的火災保険）（2） 
4．木綿からの撚糸と織物（8）              3．輸送保険施設（2） 
5．他素材からの織物（4）         4．雹保険施設（2） 
6．絹、羊毛、亜麻、木綿、および他材料からの        5．家畜保険施設（2）   
   メリヤス編-、ボビンレース編-、鉤針編-、       6．不動産信用（担保）・動産信用保険施設（2） 
  毛糸編-、刺繍商品                7．ガラス保険施設（2） 
Ⅶ．紙、革、ゴム工業、さらにクッション商品工業        8．他保険分野と混合保険用施設（2）  
1．紙と板紙（10）     ⅩⅥ．交易業 
2．革と革代替物（7）         1．郵便および電信（3） 
3．ゴム（弾性ゴム）とグッタペルカ（除、ゴム       2．鉄道（2） 
  糸からの織物）（1）              3．国道と都市交通（3） 
4．紙-、板紙-、革-、革代替商品；クッション       4．水運（2） 
  商品（6）                5．飲食と宿泊（4） 
                      ⅩⅦ．行商（2） 
 
1）表中のローマ数字はグループを、アラビア数字はクラスを、また（ ）内の数字は細目数を示す 
2）計 17グループ・77 クラス・445 細目の分類となっている。 
 










 前章で明らかにされたように、関税同盟統計拡充員会の最終報告（第 18 号）として「営業統計に
関する報告」が提示された。1871 年 8 月 19日のことである。これは拡充委員会の終了日時でもある。

























操作あるいは作業プロセス）別と製品別とを組み合わせた 17 グループ、77 クラス、445 細目分類を

















































































































































































































































































19歳以上（性別 その内の既婚者数 合計） 
 15-18歳 （性別 合計） 
 14歳以下（性別 合計） 
 
に細分されている。この就業者数は県別に作成される集計表（附録 3「営業経営の詳細概括」のⅥ）











































































































                   あなたの業務場所のある自治体   別の自治体 
    独立営業経営者 
    独立していない営業経営者            
           その内の男 




















営業経営の規模別分類では、集計表において業務区域内 13区分中の 6人以上に当たる 10区分と業



















































































                   あなたの業務場所のある自治体   別の自治体 
    独立営業経営者 
    独立していない営業経営者            
           その内の男 





























 上述したように、今回は就業者 5人以下の小経営では調査紙の設問 5において、工場商人あるいは
工場問屋とのかかわり、提供される原材料と道具の有無を聞き出し問屋制下の営業体を割出そうとし






主として他人勘定のために働いている営業経営  材料と道具は自分もち 
材料のみ工場商人もち 




業務区域外部  業務場所の自治体内  独立営業経営者 
      非独立者（性別） 
            合計 
業務場所の自治体外 独立営業経営者 
      非独立者（性別） 





































































管理・監督・会計職員へ              ターレル 
    あなたの営業区域内で就業している他の者へ     ターレル 
    あなたの営業区域外で就業している他の者へ     ターレル 
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業務区域外部  業務場所の自治体内  独立営業経営者 
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業務場所の自治体外 独立営業経営者 
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a）食糧     b）住居と宿舎 
c）衣服と洗濯  d）暖房 
e）保健     f）宗教 
g）学習と教養  h）芸術 










































































































a）食糧     b）住居と宿舎 
c）衣服と洗濯  d）暖房 
e）保健     f）宗教 
g）学習と教養  h）芸術 

















































建物の名称     街区・家屋番号 
営業経営の名称   通し番号・名称・グループ 
営業経営者ないしは当地代表者の名称、あるいは商号 




「規定」第 14 項にあったように、調査紙なり調査票を用いて調査が行なわれる区域では 1 調査区に
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営業経営者ないしは当地代表者の名称、あるいは商号 




「規定」第 14 項にあったように、調査紙なり調査票を用いて調査が行なわれる区域では 1 調査区に


















文,E.Engel,Die Nothwendigkeit einer Reform der volkswirtschaftlichen Statistik,insbesondere der 
Gewerbestatistik,Zeitschrift des Königlich Preussischen Statitischen Bureaus,Jg.10,1870,S.141ff.,
によって規定されたといえる.これは営業統計にまつわる困難を解決してゆくための「支点」を提供したとさ
れている.A.Meitzen,Die Statistik des Deutschen Reiches,Jahrbuch für Gesetzgebung,Verwaltung und 
Rechtspflege des Deutschen Reichs,Jg.2,1873,S.284.さらにエンゲルはこの後も,ドイツ帝国営業調査の実
現に向けて弛みない努力を続けてゆく.その精神は営業統計を行財政資料からの副産物としてではなく,独立
した経済統計として近代的レベルに引き上げたいというところにあった.E.Engel,Die Reform der 
Gewerbestatistik,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.11,1871,SS.407-08,Bericht über die Verhandlungen der 
Kommission für die Revision der Vorschläge,betreffend die Ausführung der Gewerbestatistik im 
Deutschen Reiche,Statistik des Deutschen Reichs,Bd.20,Theil 1,1876,S.Ⅰ.63.   






ゲル自身も認めざるをえないところでもある.E.Engel,Bericht,a.a.O.,S.Ⅰ.63．   
3) Bericht,betreffend die Gewerbestatistik,a.a.O.,S.340.これはこれまでの営業表にあった手工業での職業
調査と工場経営での物的設備調査という二面性を払拭し,経営体を単位にした経営調査の方向に進むという
ことである. 
4) プロイセンでは 1837 年來,採鉱・製錬・製塩業に関しては 5 鉱山管区の各監督局から毎年業務報告が提出さ






5）Bericht,betreffend die Gewerbestatistik,a.a.O.,,SS.340-47. 










表示様式には一貫して批判的見解をもち続けてきた .E.Engel,Die Methoden der Volkszählung,mit 
besonderer Berücksichtigung der im preussischen Staate angewandten,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.1, 





8) Bericht,betreffend die Gewerbestatistik,a.a.O.,S.342.  






ないが,営業調査を経営調査として大きく前進させたとする考えがある.E.Engel,Die Reform der Gewerbe- 
statistik,a.a.O.,SS.391-92. 
11) Bericht,betreffend die Gewerbestatistik,a.a.O.,S.343. 
12) Bericht,betreffend die Gewerbestatistik,a.a.O.,S.344. 
















主張し続けることになる.E.Engel,Die Methoden,a.a.O.,S.207,Land und Leute,a.a.O.,S.80,を参照のこ
と.1872 年調査の設計において初めて,旧プロイセン時代から営業表を制約してきたこの二分法方式が取り除
かれたということになる. 
17) Bericht,betreffend die Gewerbestatistik,a.a.O.,SS.386-88. 
18) これは,System der Unteraccord のことであり,一方の仕事頭・親方・職工長と他方の普通の労働者の間に起
こる出来高賃金差を,後者のために補償する制度のことである. 
19) Bericht,betreffend die Gewerbestatistik,a.a.O.,S.345. 
20) Bericht in Betreff der Volkszählung,Berichte der Kommission zur weiteren Ausbildung der Statistik 
des Zollvereins,St.d.D.R.,Bd.1,1873,S.74,桜井健吾「国勢調査に関するドイツ関税同盟統計改善員会報告
（1870 年）」『南山経済研究』（南山大学）,第 20巻第 3号,2006 年 6月,361ページ. 
21) Bericht,betreffend die Gewerbestatistik,a.a.O.,S.345. 
22) Bericht in Betreff der Volkszählung,a.a.O.,S.74.桜井健吾,前掲資料,361ページ. 
23) Bericht,betreffend die Gewerbestatistik,a.a.O.,S.347. 
24）Bericht,betreffend die Gewerbestatistik,a.a.O.,S.347. 
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附録 1 調査紙書式 
 
            調査紙 番号 
 
配布先 
家屋番号           街区あるいは居住地区 
市町村            郡（管区） 
    
以下の申告を行なってください 















b）他の人間：  19歳以上 男 その内の既婚者 
19歳以上 女 その内の既婚者 








     毛糸紡績者：開繊機 梳毛機 手紡績機 紡錘 
      織屋および織物職人：ジャカード紋紙付手織機 ジャカード紋紙なし手織機 ジャカード紋紙付力織機 
 ジャカード紋紙なし力織機 
      縁飾職人：手織機 押織機 ミュール織機 紐編機 
靴下製造者：規定品用靴下編機 仕立品用靴下編機 イギリス式丸編機 頭部付丸編機 フランス式丸編機 
手靴下編機 ミシン 
仕立屋 靴屋 帽子製造者 馬具屋 皮革製造者 袋物製造者 手袋製造者：ミシンおよび刺縫機       
    指物師 車屋 車大工：平削盤 鑿 帯鋸 丸鋸 穿孔機 
    機械工 機械製造者 錠前師 蹄鉄工 工具鍛治 輪鍛冶 武器鍛治：機械ハンマー 旋盤 平削盤 フライス盤 
 穿孔機 
    粉屋：碾臼 鋸枠 
     パン屋 菓子屋：捏機 




                   上述の申告が正しいことを証明いたします 署名 









附録 2 調査票書式 
                     
調査票  番号 
     
                 配布先 
家屋番号          街区あるいは居住地区 






















a）業務所有者：      性別 
    b）管理・監督・会計職員： 性別 
    c）その他；         19歳以上 男 その内の既婚者 
                 19歳以上 女 その内の既婚者 
                  15-18歳  性別 
                  14歳以下  性別 




                    あなたの業務場所のある自治体   別の自治体 
    独立営業経営者 
    独立していない営業経営者        
               その内の男 
           その内の女 
9．あなたが 1871 年に支払った給与と賃金の総額はどれほどですか（例えば、食糧、住居、自由地、等々とい
った現物給付があればその貨幣価値を含みます） 
     管理・監督・会計職員                                      ターレル 
あなたの業務区域内で就業している他の者へ         ターレル  
      あなたの業務区域外で就業している他の者へ         ターレル 
                                  合計 







出所）Statistik des Deutschen Reichs,Bd.1,1873,S.372. 
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            調査紙 番号 
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以下の申告を行なってください 















b）他の人間：  19歳以上 男 その内の既婚者 
19歳以上 女 その内の既婚者 








     毛糸紡績者：開繊機 梳毛機 手紡績機 紡錘 
      織屋および織物職人：ジャカード紋紙付手織機 ジャカード紋紙なし手織機 ジャカード紋紙付力織機 
 ジャカード紋紙なし力織機 
      縁飾職人：手織機 押織機 ミュール織機 紐編機 
靴下製造者：規定品用靴下編機 仕立品用靴下編機 イギリス式丸編機 頭部付丸編機 フランス式丸編機 
手靴下編機 ミシン 
仕立屋 靴屋 帽子製造者 馬具屋 皮革製造者 袋物製造者 手袋製造者：ミシンおよび刺縫機       
    指物師 車屋 車大工：平削盤 鑿 帯鋸 丸鋸 穿孔機 
    機械工 機械製造者 錠前師 蹄鉄工 工具鍛治 輪鍛冶 武器鍛治：機械ハンマー 旋盤 平削盤 フライス盤 
 穿孔機 
    粉屋：碾臼 鋸枠 
     パン屋 菓子屋：捏機 




                   上述の申告が正しいことを証明いたします 署名 





















　　　　　 　　 自治体 19















　　　　　　　　　　 その他の総計　調査時  　　 男　女　合計 34-36




                    業務場所の自治体外　独立営業経営者 44
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  非独立者　男　女 45-46
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  合計 47




　　　申告の及ぶ範囲　営業経営                  数・全体への割合（%） 76-77
　　　　　　　　　　　業務区域内の就業者
　　　　　　　　　　　　管理・監督・会計職員　　数・全体への割合（%） 78-79
　　　　　　　　　　　　その他                  数・全体への割合（%） 80-81
　　　　　　　　　　　　合計                    数・全体への割合（%） 82-83
　　　　　　　　　　　業務区域外の就業者        数・全体への割合（%） 84-85
　　　　　　　　　　　業務区域内外の就業者      数・全体への割合（%） 86-87
　　　俸給と賃金　　　業務区域内の就業者
　　　　　　　　　　　　管理・監督・会計職員　  ターレル 88
　　　　　　　　　　　　その他                  ターレル 89
　　　　　　　　　　　　合計            　　    ターレル 90
　　　　　　　　　　　業務区域外の就業者　　　　ターレル 91
　　　　　　　　　　　就業者全体　　　　　　　　ターレル 92
出所）Statistik des Deutschen Reichs,Bd.1,1873,S.392-93.
　　　実働業務所有者を含んだ業務区域内就業人員別の営業経営数（1,2,3-5,6-10,11-20,21-50,51-100,101-250,
      251-500,501-1000,1001-2500,2501-5000,5001以上）
 　　 経営場所外就業者数別の営業経営数（1,2,3-5,6-10,11-20,21-30,31-50,51-100,101-250,251-500,501-1000,












 ドイツにおいて、営業統計調査が直接調査の形をとって実施されるのは 1875 年 12 月 1 日である。
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人口調査規定・第 4 項の廃棄が提起されている。75 年 2 月 13 日の連邦参議院の第 10 回会議でこれ
が取り上げられ、同院の第Ⅲ委員会（関税・税制度）と第Ⅳ委員会（商業・流通業）の名でもって、


















 連邦参議院の要請を受けて、帝国宰相府は 4 月に入り、72 年構想の改定を目的にした「ドイツ帝
国における営業統計作成に関する提案改訂のための委員会」（以下、これを改訂委員会とよぶ）を招
集する。帝国宰相府から派遣された帝国枢密上級政務参事官メラーを議長にして、延べ 13 名の代表
（当初は帝国行政から 4名､その内の 2名は帝国統計庁、プロイセンから 3名、バイエルンから 2名、
バーデン、そしてハンブルクからそれぞれ 1 名の計 11 名。途中からザクセンとヴュルテンベルクの







２．この会議の眼目は 72 年構想をどこまで簡略化できるか、そしてそれをもって第 2 回人口調査





















































 営業統計用の営業分類は先の 72 年構想で作成済みである。その後、ヨーロッパ全体に共通する営







に、営業 19グループ／94クラス／200細目（この内の 60 は細目なしのクラス数であり、その数量が
そのまま細目数につけ加えられている）の分類が採択される。72年構想に較べ、グループでは 2、ク




1．人工園芸と商業園芸（1）   2．漁業（1）    
3．採鉱・製錬・製塩業（4/10）        4．土石産業（6/7） 
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２．この会議の眼目は 72 年構想をどこまで簡略化できるか、そしてそれをもって第 2 回人口調査



















7．化学工業（8/3）                   8．光熱工業（4/9） 
9．繊維工業（8/25）                     10．製紙業と皮革業（5/8） 
11．木材・木片業（10/3）                 12．食糧・嗜好品工業（4/19） 
 13．衣料とクリーニング業（4/9）          14．建設業（12） 
 15．複写業（4）                          16．営業目的用工芸（1） 
 17．商業（7/21）                         18．交易業（2/3） 
 19．飲食業・宿泊業（2） 
 






































































































7．化学工業（8/3）                   8．光熱工業（4/9） 
9．繊維工業（8/25）                     10．製紙業と皮革業（5/8） 
11．木材・木片業（10/3）                 12．食糧・嗜好品工業（4/19） 
 13．衣料とクリーニング業（4/9）          14．建設業（12） 
 15．複写業（4）                          16．営業目的用工芸（1） 
 17．商業（7/21）                         18．交易業（2/3） 
 19．飲食業・宿泊業（2） 
 


















































エンゲル案の 15 項の規定を 14 項に整理し、9)5 月 7 日に改定委員会の審議が終了する。作成された
規定・調査書式・総括表・営業分類は議長メラーを通じて帝国宰相府へ伝えられる。それを受けて、
5 月 20 日づけの帝国宰相名（代理、デルブリュック）で、29 日に連邦参議院へ文書伝達の形で、そ
の妥当性についてすみやかに決議されたいとの要望と一緒に営業調査の実施プランが渡される。連邦







































   補助人数（性別） 
   徒弟数（性別） 
   各種織機数 
   各種編機数あるいは靴下製造機数 

























a）所有者、賃借人、業務指導者（性別）      
b）商人としての、また技術的な修養を積んだ監督職員と会計職員（aを除く）（性別）   
     c）その他 
     1.17歳以上（性別） 
        （その内の既婚者 性別） 
     2.15-16歳（性別） 
     3.13-14歳（性別） 
     4.12歳以下（性別） 
        合計（性別） 
         その内の徒弟（性別） 
6．あなたは 5の cに属する者を 1875 年平均で何人雇っていますか（性別） 
7．あなたはあなたの営業経営で次のものを利用していますか 
a）畜力巻上機数 
     b）風力:ドイツ式風車数、オランダ式風車数 
     c）水力:その馬力、連結したタービンの数、その馬力 
     d）蒸気: 罐数 
        蒸気機関数とその内訳；常設蒸気機関数、その馬力、移動蒸気機関を含んだ運送可能機関数、そ
の馬力 
   e）ガス力機械数 その馬力 





Ⅲ．木材産業（8機種）  Ⅳ．繊維産業（34 機種） 
Ⅴ．金属産業と機械産業（22 機種） Ⅵ．製紙業と印刷業（13機種）  
Ⅶ．ミシン（2機種） 
 
 以上の質問が表裏 1枚の調査紙に収められ、とくに 7 項と 8項が収縮されたことで、簡潔な質問用
紙となっている（ただし、各国の営業状態に応じて、上の調査紙に増加項目を容れることは否定され
なく、それは当該政府に委ねられている）。72年営業調査票では、とくにこの 8項が大きなスペース
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   補助人数（性別） 
   徒弟数（性別） 
   各種織機数 
   各種編機数あるいは靴下製造機数 






























72 年構想にもあった業主／専門職員／被雇用者・労働者という 3 分類が取られている。ただ、調査
紙にある bと cの境界を明確にするためのより詳しい規定が要るのではないかとする意見も出されて
いる。また、c のカテゴリーの年齢区分は 72 年構想ともエンゲル案のものとも違ったものが採択さ
れている。これは議長からの提案によって、営業条例に規定された就業可能年齢に対応させた結果で
ある。 
最大の特徴は営業の物的構成面への質問、すなわち 7 と 8 にみられる質問量の大幅な減少にある。
すなわち、72年構想にあった動力機への質問項目数では 216 から 15に、さらに作業機への質問では、
























同じく、B においても営業分類 12 グループに対応させて、土石産業、金属工業から建設業、印刷
業に至る 12 業務分野ごとに特徴的な使用作業機・器具・装置・道具が挙げられ、その使用が問われ
ている。その種類たるや膨大であり、例えば、取り上げられた機種の最も多い営業Ⅵグループ・繊維
業では、その A．紡績業に延べ 107 種、B．織物業に延べ 39 種、C．靴下商品製造に 24 種、D．レー
































実施された最初の営業調査結果の概括は、「1875年 12 月 1日のドイツ営業調査の帰結」として『ド
イツ帝国統計』第 34 第 1・2 分冊ならびに第 35 巻第 1・2 分冊の計 4 冊（1879 年）の中で公刊され
る。とくにプロイセンとオルデンブルクが詳しい加工と公刊を実施している。またそれより先に、プ
ロイセン統計局はその機関誌『統計局雑誌』で、エンゲル自らの手による「1861 年調査の帰結と比
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ある。 
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 3）調査時期。関税同盟の最初の人口調査が 1834 年 12 月 1 日に実施され、それ以降毎 3 年ごとの











































































































 3）調査時期。関税同盟の最初の人口調査が 1834 年 12 月 1 日に実施され、それ以降毎 3 年ごとの





































































































く質問 8 で「収入と結びついた副就業」を問うている。この 2 つの質問をさらに明敏化するために、
















業を営んでいる農業経営者であれば、営業調査として次の 2 点を質問している。 
 
13．主職業、あるいは副就業を 6人以上の補助人、徒弟、等々でもって営んでいるか 





























































    b）主職業／副就業別、また性別の補助人・徒弟、等々の数量とその内の徒弟数  
      主職業／副就業別での織機・編機（3類）の数量とその内の一時稼働数、足踏式ミシンの数量 
 




















für Müller）を作成・配布している。これが 33,164 分回収されている。この調査紙での質問は以下
の 8点に及んでいる。 
 
1．調査場所（市町村） 調査区番号 郡 
2．工場名（それがある場合） 

















































































    b）主職業／副就業別、また性別の補助人・徒弟、等々の数量とその内の徒弟数  
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さらに翌 78 年 2 月 9日、エンゲルはベルリン国民経済協会で「1875年末のドイツ帝国とプロイセ
ン国家における工業アンケートと営業調査」30)と題する講演を行ない、その中で 75 年営業調査の意




















とする自負もあったろう。また、この 75 年調査結果を 61 年営業表と比較しながら、プロイセンと連
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とする自負もあったろう。また、この 75 年調査結果を 61 年営業表と比較しながら、プロイセンと連












































                     注 
 
1）Protokolle über die Verhandlungen der Vorstände Deutscher statistischer Centralstellen in Betreff 
der Volkszählungen im Deutschen Reich,Statistik des Deutschen Reichs,Bd.14,Theil 1,1875,S.Ⅰ.7. 
2) Auszug aus dem Protokoll der zehnten Sitzung des Bundesraths,St.d.D.R.,Bd.20,Theil 1,1876,S.Ⅰ.2. 
3）Bericht in Betreff der Volkszählungen,Berichte der Kommission zur weiteren Ausbildung der Statistik 
des Zollvereins,Nr.1,St.d.D.R.,Bd.1,1873,S.69,桜井健吾訳「国勢調査に関するドイツ関税同盟統計改善
委員会報告（1870 年）」『南山経済研究』（南山大学）,第 20巻第 3号,2006 年 3月,350ページ. 
  4）以下,改定委員会での審議については,Protokolle der Kommission fur die Revision der Vorschläge über die 
Ausführung der Gewerbestatistik im Deutschen Reiche,St.d.D.R.,Bd.20,Theil 1,1876,SS.Ⅰ.2-15,によ
る. 
    なお、委員会の構成員は以下の通りである.ただし,ヴュルテンベルク代表は第 4 会議,ザクセン代表は第 5
会議からの途中参加である. 
    帝国行政；メラー（議長）,ニーベルディング,ベッカー,マイツェン 
    プロイセン；エンゲル,シュティーヴェ,ゾルガー 
    バイエルン；マイヤー,フィッシャー 
     バーデン；シュテッサー 
      ハンブルク；ネスマン 
    ヴュルテンベルク；カマー 
      ザクセン；ベッチャー 
5）E.Engel,Bericht über die Verhandlungen der Kommission für Revision der Vorschläge,betreffend die 





















10) 改訂委員会報告は委員会名ではなく,この 4 人の名で提出されている.審議の中で多くの意見が交錯し,エン
ゲルの手による報告草案が妥当なものかどうかに関して委員全体の諒解を得たものでないためとされている.
帝国宰相府を通じて,営業調査に関与する官庁に営業調査規定の「基本と傾向」を知悉してもらうことがその
趣旨であるとされる.Bericht der von der Kommission für die Revision der Vorschläge,betreffend die 
Ausführung der Gewerbestatistik beauftragten Redaktions-Kommission,St.d.D.R.,Bd.20,Theil 1,1876,SS.
Ⅰ.49-50. 
11) Protokolle der Kommission,a.a.O.,S.Ⅰ.38. 
12）Protokolle der Kommission,a.a.O.,SS.Ⅰ.39-40.この調査項目には,エンゲルの考える,所与の事情の下での
できるだけ完全な営業調査の描写対象（Schilderungsobjekte）とされる以下の 6点が盛られているといえよ






















16）Die Ergebnisse der Gewerbezählung vom 1.Dezember 1875 im Deutschen Reiche,St.d.D.R.,Bd.34,Theil 
l,2,1879,Bd.35,Theil 1,2,1879.結果の大略をまとめたものとして,A.Thomaschewski,Die Gewerbezählung in 
Deutschen Reiche am 1.Dezember 1875,Berlin,1879,がある.これ以前に,プロイセン王国での結果が, 
E.Engel,Ergebnisse der Gewerbezählung vom 1.December 1875,verglichen mit denen der Aufnahme vom Jahre 
1861,Zeitschrift des Königlich Preussischen Statistischen Büreaus.,Jg.17,1877,S.239ff.,として公表
されている.さらに,E.Engel,Die Gewerbezählung vom 1.Dezember 1875 und ihre Resultate,Berlin,1878,
が独立に公刊されている.調査の確定結果は『プロイセン統計』に 2 回に分けて公表されている.Die 
definitive Ergebnisse der Gewrbezählung vom 1.December 1875 im preussischen Staaten,Theil Ⅰ,Ⅱ, 
Preussische Statistik,Ht.40,1878,Ht.41,1880. 



































                     注 
 
1）Protokolle über die Verhandlungen der Vorstände Deutscher statistischer Centralstellen in Betreff 
der Volkszählungen im Deutschen Reich,Statistik des Deutschen Reichs,Bd.14,Theil 1,1875,S.Ⅰ.7. 
2) Auszug aus dem Protokoll der zehnten Sitzung des Bundesraths,St.d.D.R.,Bd.20,Theil 1,1876,S.Ⅰ.2. 
3）Bericht in Betreff der Volkszählungen,Berichte der Kommission zur weiteren Ausbildung der Statistik 
des Zollvereins,Nr.1,St.d.D.R.,Bd.1,1873,S.69,桜井健吾訳「国勢調査に関するドイツ関税同盟統計改善
委員会報告（1870 年）」『南山経済研究』（南山大学）,第 20巻第 3号,2006 年 3月,350ページ. 
  4）以下,改定委員会での審議については,Protokolle der Kommission fur die Revision der Vorschläge über die 
Ausführung der Gewerbestatistik im Deutschen Reiche,St.d.D.R.,Bd.20,Theil 1,1876,SS.Ⅰ.2-15,によ
る. 
    なお、委員会の構成員は以下の通りである.ただし,ヴュルテンベルク代表は第 4 会議,ザクセン代表は第 5
会議からの途中参加である. 
    帝国行政；メラー（議長）,ニーベルディング,ベッカー,マイツェン 
    プロイセン；エンゲル,シュティーヴェ,ゾルガー 
    バイエルン；マイヤー,フィッシャー 
     バーデン；シュテッサー 
      ハンブルク；ネスマン 
    ヴュルテンベルク；カマー 
      ザクセン；ベッチャー 
5）E.Engel,Bericht über die Verhandlungen der Kommission für Revision der Vorschläge,betreffend die 




















21）Auszug aus dem Protokoll der 18.Sitzung des Bundesraths,St.d.D.R.,Bd.20,Theil 1,1876,S.Ⅰ.49. 
22) プロイセン統計局もこれと同様に,とくに 3-5 人の補助人を抱えた営業経営に対し,小経営用調査紙でもって
臨んだことによって結果利用での著しい困難が生じたとみている.Zur Ausführung der Volks- und 
Gewerbezählung vom 1.December 1875,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.17,1877,S.152. 
23） E.Engel,Bericht,a.a.O.,S.Ⅰ.68.しかし,プロイセンではこの家内工業の存在を看過することはできず,後






25) 以下,プロイセンでの修正および拡張の試みに関しては次のものを参照のこと.E.Engel,Ergebnisse der 
Gewerbezählung,a.a.O.,S.242ff.,Die Ergebnisse der Gewerbezählung vom 1.December 1875 im Deutschen 
Reiche,a.a.O.,S.(129)ff.後者ではプロイセン以外の国々における修正事例も紹介されている. 
26) E.Engel,Ergebnisse der Gewerbezählung,a.a.O.,S.243. 
27）この調査に対する回答は非常にまちまちで,期待された報知獲得には失敗したことを統計局も認めざるをえな








29) E.Engel,Ergebnisse der Gewerbezählung,a.a.O.,S.242. 
30) E.Engel,Die Industrielle Enquête und die Gewerbezählung im Deutschen Reiche und im Preussischen Staate 
am Ende des Jahres 1875,Berlin,1878,SS.17-18. 
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32）E.Engel,Die deutsche Industrie 1875 und 1861,Berlin,1880,2.Aufl.,1881. 
33）W.Morgenroth,Gewerbestatistik,Die Statistik im Deutschland nach ihrem heutigen Stand,hrsg.von F.Zahn, 
Bd.2,München und Berlin,1911,SS.219-20. 
34） F.Zizek,Grundriss der Statistik,2.Aufl.,München,1923,S.346,竹田武男訳『應用統計学』有斐閣,1925
年,286ページ. 
35）Die Arbeiten des Kaiserlichen Statistischen Amts im Einzelnen,St.d.D.R.,N.F.,Bd.101,1897,S.50,お






みられるとしている.W.Conradt,Die Zähleinheit der gewerblichen Betriebsstatistik,Allgemeines Sta- 
tistisches Archiv,Bd.12,1917,S.26. 
















ツにおける人口センサスは、1871 年 1 月の帝国形成後、連邦参議院の決議を受けて、帝国中央と各






中から、内容的にも統計方法からみても他国を圧倒する組織的体系的な社会経済統計が 19 世紀 70 年




6 月 5 日に実施された帝国職業=営業調査を取り出すことができる。この調査はもともとは関税同盟













うした点で 1882 年調査は 19 世紀ドイツ社会統計が約 70 年の経験と試行錯誤を経て到達した頂点に
位置するものであり、その成果を象徴する統計調査の代表例といえるであろう。 


















21）Auszug aus dem Protokoll der 18.Sitzung des Bundesraths,St.d.D.R.,Bd.20,Theil 1,1876,S.Ⅰ.49. 
22) プロイセン統計局もこれと同様に,とくに 3-5 人の補助人を抱えた営業経営に対し,小経営用調査紙でもって
臨んだことによって結果利用での著しい困難が生じたとみている.Zur Ausführung der Volks- und 
Gewerbezählung vom 1.December 1875,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Bur.,Jg.17,1877,S.152. 
23） E.Engel,Bericht,a.a.O.,S.Ⅰ.68.しかし,プロイセンではこの家内工業の存在を看過することはできず,後






25) 以下,プロイセンでの修正および拡張の試みに関しては次のものを参照のこと.E.Engel,Ergebnisse der 
Gewerbezählung,a.a.O.,S.242ff.,Die Ergebnisse der Gewerbezählung vom 1.December 1875 im Deutschen 
Reiche,a.a.O.,S.(129)ff.後者ではプロイセン以外の国々における修正事例も紹介されている. 
26) E.Engel,Ergebnisse der Gewerbezählung,a.a.O.,S.243. 
27）この調査に対する回答は非常にまちまちで,期待された報知獲得には失敗したことを統計局も認めざるをえな








29) E.Engel,Ergebnisse der Gewerbezählung,a.a.O.,S.242. 
30) E.Engel,Die Industrielle Enquête und die Gewerbezählung im Deutschen Reiche und im Preussischen Staate 
am Ende des Jahres 1875,Berlin,1878,SS.17-18. 
31）E.Engel,Ergebnisse der Gewerbezählung,a.a.O.,S.244. 
32）E.Engel,Die deutsche Industrie 1875 und 1861,Berlin,1880,2.Aufl.,1881. 
33）W.Morgenroth,Gewerbestatistik,Die Statistik im Deutschland nach ihrem heutigen Stand,hrsg.von F.Zahn, 
Bd.2,München und Berlin,1911,SS.219-20. 
34） F.Zizek,Grundriss der Statistik,2.Aufl.,München,1923,S.346,竹田武男訳『應用統計学』有斐閣,1925
年,286ページ. 
35）Die Arbeiten des Kaiserlichen Statistischen Amts im Einzelnen,St.d.D.R.,N.F.,Bd.101,1897,S.50,お






みられるとしている.W.Conradt,Die Zähleinheit der gewerblichen Betriebsstatistik,Allgemeines Sta- 
tistisches Archiv,Bd.12,1917,S.26. 







（クラス）、職業上の地位が 4 階級に分けて提示されている。1) 






質的に第１回帝国人口センサスとなった 1871 年調査で採用され、爾来 5 年間隔の人口調査でもそれ
が継続されることになる。 
 拡充委員会の審議結果をまとめた連邦参議院への「報告」の第 1号「人口調査に関する報告」（1870



















形成後の翌 1871 年 12 月 1日まで延期を余儀なくされた。従い、ドイツ帝国での最初のセンサスとな










  職業クラス                   
A．農業（含、畜産業・ブドウ栽培・園芸業）・林業・狩猟・漁業     
B．採鉱・製錬業、工業・建設業     
C．商業・運輸業        














































主たる職業 主たる職業、主たる生業、あるいは主たる生計源の名称  8 
        主たる職業における労働関係、あるいは雇用関係   9 












この項目に対する回答から当初は職業統計への加工が見込まれていた。しかし、前年の 1879 年 10
月のドイツ統計中央部署幹部会議ではその加工作業を行なうか否かについては未決定のままに残さ
れた。その時点では、技術的また財政的にその作業遂行の見通しがまだ立たなかったからである。 
調査終了後の 1881 年に招集されたドイツ統計中央部署幹部会議で、1880 年調査結果から納得のゆ
188 
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B．採鉱・製錬業、工業・建設業     
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１．先の章でみてきたように、関税同盟統計拡充委員会の審議を受けて 1872 年 5 月 1 日に予定さ
れていたのがドイツ帝国における営業調査であった。しかし、それは延期を余儀なくされ、さらに実




















 皇帝の命を受けて、1881 年 11 月末、連邦参議院において 1882 年に職業統計のための独立調査を
行なうとして、それに関する審議が開始され、関連法案とさらにそのための予算措置が承認される。
すなわち、調査用紙作成と加工のための費用が帝国予算に計上され、それは公刊物の費用を含めて総
額 115.25 万マルク、その内の 30 万マルクは 1881/82 年度予算、残りの 82.5 マルクは 1882/83 年度
予算から支出するというものであった。 
1881 年 12 月の第 1 週に開かれた帝国議会において「1882 年職業統計調査に関する法案」、および
「1882 年家畜調査の指令」が上程される。12 月 9 日に帝国議会で最初の審議が行なわれ、続いて関
連委員会での検討を踏まえ 1882 年 1 月 17、19、23 日の審議を経て後者の「指令」とは切り離され、
前者の「法案」が帝国議会で承認される。同じく、上の予算措置も承認される。次いで、2 月 13日、


















調査、この 2 つを同時に実施すること（家畜調査の方は別途に 1883 年 1月に行なうこと）、後者では
農繁期に小作人として働き農閑期には手工業・日雇労働・工場労働に従事する者が調査から脱漏しな
いよう留意すること、こうした変更点に対する合意が得られた。 
以上の経過を辿り先の法律を踏まえ、1882 年 2 月 20 日に帝国参議院で全 14 項目からの「全般的
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     a）調査区の区分 
     b）調査員の確保と指導 
     c）調査目的や記入に関しての住民への啓蒙 
     d）回収された調査用紙の点検と修正 
























































































らびに裏表 1 枚の営業調査紙の 2 様が用意されている。これには別途、被調査者に対する「調査書式
への記入手引（Anleitung）」が添えられている。市町村当局（ないしは調査委員会）から受け取,っ
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されるべき者はまずその枠 Aで 6 月 4日から 5日にかけて世帯構成員として居住した者（ここには家
族構成員のみならず身内や家内奉公人、下男や女中も含まれる）、および、例えば客としてそこに一
時滞在した者とされ（この場合には、他所での住居・寝所の有無、有であればその住所を添える）、






























今回の 1882年調査のメインとなる調査が「個人職業調査」（Erhebung des persönlichen Berufs）









 これは、「A．1882 年 6 月 4 日夜から 5 日にかけて世帯、それに附属する場所に現住するすべての
個人の名簿（Verzeichnis）」（全 20項、14 名分の記入欄がある）と「B．世帯からの一時不在者の名































































されるべき者はまずその枠 Aで 6 月 4日から 5日にかけて世帯構成員として居住した者（ここには家
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今回の 1882年調査のメインとなる調査が「個人職業調査」（Erhebung des persönlichen Berufs）




















































1．農業、畜産業と園芸業（3）     
2．林業、狩猟と漁業（3）      
B．採鉱業と製錬業、工業と建築業     
3．採鉱業、製錬業、製塩業、泥炭採掘業（5）     
4．土石業（9）                    











































































































1．農業、畜産業と園芸業（3）     
2．林業、狩猟と漁業（3）      
B．採鉱業と製錬業、工業と建築業     
3．採鉱業、製錬業、製塩業、泥炭採掘業（5）     
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化して、全経営に対し afr という質問項目を設定しその実態を把握しようとするわけである。 







































































① 諸国家、大行政区、さらに人口数別の全土の 5地域区分（1880 年調査の結果にもとづいた人口 10万人以上

































 以上 3 様の概括表作成を終了した国家は、その①を 1883 年 4 月 1 日まで、②と③を 6 月 1 日まで
帝国統計庁へ発送すべしとされている。ただし、これを実際に自国の責任において作成した国家はプ
ロイセンやバイエルン、またザクセンやヴュルテンベルク、バーデンやヘッセンといった 10 国に限
られ、他の 16 国はそれを帝国統計庁に委託している。 

























  業主／中間層／被雇用者 
B．  工業（含、採鉱業・建設業） 
業主／他人勘定のために働く者／中間層／被雇用者 
C．  商業・運輸業（含、旅館経営・酒場経営） 
業主／中間層／被雇用者 








一般的区分、これに農業における aT、c1、c2、c3、さらに繊維業での afr の地位区分が加わる）が

































① 諸国家、大行政区、さらに人口数別の全土の 5地域区分（1880 年調査の結果にもとづいた人口 10万人以上
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年職業調査によって把握された総人口は 45,222,113 人であった。これに対し、これに最も近い 1 年




した結果を入れ、1882 年の総人口は約 4,600 万人と推計されていた。しかし、実際には自然増加数
が予想よりも 13万人少なく、また移民の急増分約 25万人があり、これが差し引かれなければならな















































2．1の内の借地面積（含、代理小作地）                       
3．総面積内訳 
A．田畑・菜園・牧場・牧草地・果樹園・ブドウ畑           
       B．森林（森・伐木場・林・叢林）                           
       C．その他（家屋敷・遊園・放牧場・未耕作草地、河川・道路、荒蕪地と未開拓地）      
 4．未配分牧草地の共同利用への参加の有無（是・非） 
 5．役畜（以下 Aから Fまではすべて数量で表示） 
    A．馬（農耕用、繁殖・飼育用）・子馬総数／この内の耕作用使用数 
       B．雄牛・去勢雄牛・子牛総数／この内の耕作用使用数 
       C．雌牛・子雌牛総数／この内の耕作用使用数 
       D．羊・子羊総数 
       E．豚・子豚総数 











































年職業調査によって把握された総人口は 45,222,113 人であった。これに対し、これに最も近い 1 年
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家畜調査に関する詳細なプランが作成されていた（1871 年 3 月 21日、報告第 4号）。22)しかし、これ
は実現までには至らなかった。それ以降も、プロイセンやバイエルン、バーデンやヴュルテンベルク、
またヘッセンといったいくつかの領邦国家で、また特定領邦国家内のいくつかの行政管区内では土地
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自治体、他自治団体、国家、帝国）   
 9．就業者の地位別人数 
a．実働所有者・共同所有者・賃借経営者・業務指導者   
       b．学問上の、商人としての、あるいは技術的修養を積んだ管理・監督・事務職員 
       c．その他の補助人・職人・徒弟・労働者、等々 
a、b、cのそれぞれについて、調査日当日／通常あるいは年平均での性別人数 




   是・非 
是の場合 
自宅就業者   性別通常（年平均）人数 
その補助人・共働者     性別通常（年平均）人数 
                         以上の合計 































 所有形態別の区分では、個人経営から始まり帝国レベルの経営に至る計 12 の所有主体が挙げられ
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梳毛機   梳蓧機     
粗紡糸梳機           粗紡機 
紡錘（素材別）     絹用巻枠 
ジャカード式織機   ジャカード紋紙なし織機 




撚糸機       ボビンレース編機・編細工機 
ボビネット編機      刺繍機 
多縫針式刺繍機       靴下編機 
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ジャカード式織機   ジャカード紋紙なし織機 










































                       注 
 
1）Protokolle über die Verhandlungen der Kommission zur weiteren Ausbildung der Statistik des Zollvereins, 
Statistik des Deutschen Reichs,Bd.1,1873,S.4,SS.12-13. 
2）Bericht in Betreff der Volkszählung,Berichte der Kommission zur weiteren Ausbildung der Statistik 
des Zollvereins,Nr.1,St.d.D.R.,Bd.1,1873,S.73. 
3) Die Volkszählung im Deutschen Reiche vom 1.Dezember 1871,St.d.D.R.,Bd.14,Theil 2,1875,S.Ⅵ.189.後
日,プロイセン統計局百周年記念号においても,「若干の例外を別にして,1871 年職業調査は本質的に失敗であ
った」（Festschrift des Königlich Preussischen Statistischen Bureaus,Berlin,1905,S.62.）と断定され
ている. 
4) 以下,1882 年調査の成立経過ならびに調査の骨子については,以下のものによる.Die im Laufe des Jahres 
1882 ergangenen Anordnungen für die gemeinsame Statistik der deutschen Staaten,St.d.D.R.,Bd,59, 



















                                                      朕自筆の署名ならびに皇帝印で証明する 
                                                     1882 年 2月 13日、ベルリンにて授与する 
                                         ヴィルヘルム 
                                        侯爵 v.ビスマルク 
6) Statistische Korrespondenz,1882.5.27. 
7) この 1年半に渡る作業は以下のスケジュールからなっている. 
1882 年 4月末まで 帝国統計庁から調査用紙の必要数が郡当局に直接に送付される 
1882 年 5月 10日まで 調査用紙が郡当局から市町村当局へ送付される 
1882 年 5月 18日まで     調査区の編成と調査員の配置（不測の事態のため調査員の代替者も指名してお
く）が完了 
1882 年 5月 19日まで 市町村当局ないし調査委員会から必要書式一式が調査員に渡される.それは,A．
職業調査票、B．商工業調査紙,C．記入手引,D．調査員への指示,F．管理リス
トの 5点である 
1882 年 6月 1 日午前から   調査用紙の配布（4日正午まで） 
1882 年 6月 5 日正午から   調査用紙の回収開始（5 日以内に終了することが望ましいが,必要なら翌日も
継続される） 
1882 年 6月 7 日       営業調査紙を含んだ回収の終了 
1882 年 6月 12日まで       調査者は回収した記入済みの調査用紙を点検し,それと管理リストを市町村当
局ないし調査委員会へ提出する 
1882 年 6月 12日以降      市町村当局はそれら調査用紙と管理リストを点検し,必要な場合には訂正を行
ない,記入内容の完全さと正確さを確保する 
その後,市町村票（G）へ必要な記入を行なう    




1882 年 7月 5 日まで 比較的大きな市町村に関して,同上の手続きを済ませる 
その後,県庁を経て各国統計中央部署（＝統計局）に集まった調査用紙の概括
表への集計が行なわれる     
1883 年 4月 1 日まで 各国において集計された概括 1（後述）が帝国統計庁へ送付される     
1883 年 6月 1 日まで     同じく概括 2と 3（後述）が帝国統計庁へ送付される  
1883 年 9月 1 日まで 同じく概括 4（後述）が送付される 
8）Berufsstatistik nach der allgemeinen Berufszählung vom 5.Juni 1882,a.a.O.,S.164. 
9）71 年調査の反省点として調査の手引作成の不十分さが挙げられていた.「今後の調査において比較可能な結
果を得るためには,調査に際しての職業欄の記入への,また総括に際しての各職業種の配列への正確な手引が
不可欠なものとなる」（Die Volkszählung im Deutschen Reiche vom 1.Dezember 1871,a.a.O.,S.Ⅵ.192.）.82
年調査はこの点を踏まえ,可能な限り具体例を挙げた入念な手引が準備された.これは調査や総括に際して多
くの誤謬と混乱を回避するに役立ったといわれる. 
10) 例えば,見本では「8 農業・9 補助人」や「8 タバコ工場・9 女工」といった記入例が示されているが,8 欄に
は職種ではなく産業分野が挙げられている.Berufsstatistik nach der allgemeinen Berufszählung vom 
5.Juni 1882,a.a.O.,S.166. 
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1）Protokolle über die Verhandlungen der Kommission zur weiteren Ausbildung der Statistik des Zollvereins, 
Statistik des Deutschen Reichs,Bd.1,1873,S.4,SS.12-13. 
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日,プロイセン統計局百周年記念号においても,「若干の例外を別にして,1871 年職業調査は本質的に失敗であ
った」（Festschrift des Königlich Preussischen Statistischen Bureaus,Berlin,1905,S.62.）と断定され
ている. 
4) 以下,1882 年調査の成立経過ならびに調査の骨子については,以下のものによる.Die im Laufe des Jahres 
1882 ergangenen Anordnungen für die gemeinsame Statistik der deutschen Staaten,St.d.D.R.,Bd,59, 






Berufsstatistik,Die Statistik in Deutschland nach ihrem heutigen Stand,hrsg.von F.Burgdörfer, 
Bd.2,Berlin,1940,S.655. 
12）E.Mischler,Beruf und Berusstatistik,Wörterbuch der Volkswirtschaft,hrsg.von L.Elster,Bd.1,1898, 






関係にあるのかについて,われわれに何も教えてくれない」（W.Sombart,Die deutsche Volkswirtschaft im 
neunzehnten Jahrhundert,Berlin,1903,S.331ff.） 
14）G.v.Viebahn,Statistik des zollvereinten und nördlichen Deutschlands,Teil 2,Berlin,1862,S.302, S.322, 
Teil 3,1868,S.518. 
15) これに続くドイツ職業統計に関する代表的論者の見解でも同様の区分が採用されている.例えば,ヘッセはこ
れを業主／職員／労働者の 3大区分とする.A.Hesse,Beruf und soziale Gliederung im Deutschen Reiche, 
Jahrbücher für Nationalökonomie und Statistik,Bd.95,1910,S.722.また,ツァーンもそれと同じ区分を取
る.ただし,本来の社会階級区分には,これに教養と所有=所得関係が加味されねばならなく,これはあくまで
職業における社会構成区分に留まるとみなす.F.Zahn,Berufliche und soziale Gliederung des Volkes,Die 
Statistik in Deutschland,hrsg.von F.Zahn,Bd.2,München und Berlin,1911,S.17,S.21.さらに,ボルクトの
分類では,これが「社会的 3 階梯（Stufe）」とされ,業主／非指導的職員／被雇用者・労働者に区分されてい
る.R.v.d.Borght,Beruf,gesellschaftliche Gliederung und Betrieb im Deutschen Reiche,Leipzig,1910, 
SS.39-40.いずれも,その区分された内容では同じである. 
16) 1882 年職業調査の結果は『ドイツ帝国統計』（新シリーズ）で以下のように公刊されている.①は,Berufs- 
statistik der Staaten und grösseren Verwaltungsbezirke nach der allgemeinen Berufszählung vom 5.Juni 
1882,St.d.D.R.,N.F.,Bd.4,1884,②,③,④は,Berufsstatistik nach der allgemeinen Berufszählung vom 
5.Juni 1882,St.d.D.R.,N.F.,Bd.2,1884,として出版されている.さらに別に,15 大都市それぞ れとそれら全
体の職業別人口が,St.d.D.R.,N.F.,Bd.3,1884,に掲載されている.  
17) Statistisches Jahrbuch für das Deutsche Reich,Jg.6,1885,S.5.この統計表そのものは,拙著『近代ドイツ
国家形成と社会統計』京都大学学術出版会,2014 年、417ページ,に訳出されてあるので参照のこと. 







期なのである」（F.Zahn,Berufliche und soziale Gliederung des Volkes,a.a.O.,SS.13-14.）. 
20) Berufsstatistik nach der allgemeinen Berufszählung vom 5.Juni 1882,a.a.O.,S.10,S.13. 
21) H.Schmelzle,Die landwirtschaftliche Betribsstatistik,Die Statistik in Deutschland,hrsg.von F.Zahn, 
Bd.2,München und Berlin 1911,S.52. 
22) Berichte der Kommission zur weiteren Ausbildung der Statistik des Zollvereins,a.a.O.,SS.102-18. 
23) 82 年農業経営調査の結果は『ドイツ帝国統計』（新シリーズ）の第 5巻として公刊されている.Landwirt- 
schaftliche Betriebsstatistik nach der allgemeinen Berufszählung vom 5.Juni 1882,St.d.D.R.,N.F., 
Bd.5,1885. 
24) W.Morgenroth,Gewerbestatistik,a.a.O.,S.222. 
25) 82 年営業調査の結果は『ドイツ帝国統計』（新シリーズ）の第 6・7巻として公刊されている.Gewerbestatistik 
des Reichs im ganzen und der Großstädte nach der allgemeinen Berufszählung vom 5.Juni 1882, 
St.d.D.R.,N.F.,Bd.6,Teil 1,1885,Teil 2,1887, Gewerbestatistik der Staaten und der grösseren 
Verwaltungsbezirke nach der allgemeinen Berufszählung vom 5.Juni 1882,St.d.D.R.,N.F.,Bd.7,1885. 
26）Berufs- und Gewerbezählung vom 14.Juni 1895,St.d.D.R.,N.F.,Bd.102,1897,S.10,S.12.また,Die für die 
deutsche Berufs- und Gewerbezählung vom 14.Juni 1895 getroffenen Gesetzes- und Verwaltungsbesti- 
mmungen,Allgemeines Statistisches Archiv,Bd.4,1895-96,S.339ff.,をも参照.続く 1907 年の職業=経営調
査においても,95年調査と同様に比較的大経営用の調査用紙にある全15の設問の3問を物的設備面に向け,10.
動力源と原動機,11.利用機械の遂行能力（馬力）を問い,最後の 12.作業機・装置・炉,等々への質問では被調
査者がそれら利用機種と数量を自由に記入する開放式調査欄となっている.Berufs- und Betriebszählung vom 
12.Juni 1907,St.d.D.R.,N.F.,Bd.220/221,1914,SS.6-7. 
27) Berufsstatistik nach der allgemeinen Berufszählung vom 5.Juni 1882,a.a.O.,S.7. 
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るプロイセン国家の統計表』の中の 1843 年営業表にゆきつく。 
 43 年プロイセン王国営業表は 5 本立ての統計表の最後のもの、すなわち「1843 年に対する全プロ
イセン国家の営業表」として公表されている。この営業表は記載欄の連結方式を取り、表頭の欄数は




























































































































































































































































３．15 年後の 1861 年 12 月に再度、関税同盟営業表が作成される。この間の社会経済にみられる
構造変化を受けて、営業表作成に関しても新たな方向が探られた。しかし、結果的にはまたしてもプ
ロイセン営業表に引き戻された形での作成に終わった。 






















































































がプロイセン側からの修正案を容れ 46 年表に近いものに戻り、結局は 9 分野（517 欄）の統計表に
収まった。取り上げられた業種は紡績業、織物業、金属生産、金属商品工場、鉱物・混合素材調製、
動植物素材調製、木材・紙・小間物商品、食糧物資、その他の地域的工場、以上の 9つである。さら





























盟での営業表の核心があった。直接調査として営業統計が作成されえない 19 世紀 70-80 年代までの
段階では、営業税記録が最も有効な資料源であった。その意味で、営業表という形で営業統計が作成
されるのは、統計の近代化が通過しなくてはならない歴史的一過程でもあった。問題はその総括の上





























                Ⅱ．営業統計改革の試み 
 





国におけるセンサス様式での第 2 回目の調査となる 55 年人口調査時に併せて実施された、農業をも
含んだ全般的営業調査である。ザクセンでは 52 年に全ドイツにおいて最初の事例となる統計局によ
る人口の全数調査が実現している。次回調査時の 55 年に人口局面を越えて、営業局面全体にまたが
る直接全数調査を企画し、12 月から翌年 1 月にかけて実査を行なってもいる。これは生産=消費統計
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する。こうして、プロイセン統計局長に就任して 1 年後に、61 年人口調査の抜本的改革を計ると同
時に、懸案の営業調査にも新たな機軸をもち込もうとする。すなわち、独立の営業調査用紙を用いた
直接全数調査としての営業調査の模範様式が描かれることになる。 
 エンゲルは 61 年の『統計局雑誌』に長文の論稿「人口調査の方法、とくにプロイセン諸国におい
て適用されているものを考慮して」を載せ、これまでの住民リストと家屋リストに依拠してきたプロ
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 この報告は参議院とその中にある経済関連委員会を動かし、翌 69 年 6 月に関税同盟統計問題を審
議する専門委員会の設置が承認され、12 月に各国委員の招集令が下される。70 年 1 月、関税同盟統
計拡充委員会が発足する（11 ヶ国から 16 名の代表が参加）。委員会の審議はドイツ帝国形成を挟み
71 年 8 月までの約 1 年半にまたがり、4 会期に分かれ計 81 回の会議が開催されている。会議での審


























































c）経営対象     
d）経営形態 
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想された 1872 年調査の内容は以下の通りである。 



































理・監督・会計職員（性別）／その他（年齢 3区分と性別）の 3 職業地位別区分が取られ、雇用主／
中間管理職員／被雇用者という階級・階層構成が浮び上がってくるようになっている。 

























































































































































 ２．1875 年ドイツ帝国営業調査 
 
 １．72 年調査構想は凍結されたまま、営業調査実現への動きは出てこない。これが問題とされ、
75 年の第 2 回目の人口調査時にそれと併行させて営業調査が実施されることになる。中心になって
これを推進したエンゲルと帝国統計庁の尽力にもかかわらず、結果的にはセンサスとしては失敗した















































































 調査結果の総括面でも簡略化が計られ、エンゲルによって提示された 3 様の概括表（全体概括表・
経営内容概括表・大経営での物的設備概括表）が採用されることになる。 
 こうして 72 年構想を大幅に簡略化した 75年調査の構想がほぼエンゲル案通りに承認され、また連





























































いは生業分野」という項目を設けて人口の職業構成を把握することが決められ、71 年の第 1 回セン
サスでそれが実施されている。だが、これが標識設定の不十分さと分類の平板さ、結果編纂に対する
統一的基準の欠如などの理由で信頼に耐えうる統計を保証しえないと判断され、結果の利用が差し控
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就業者の地位分類では職業調査と同様に a.業主層／b.専門的職員／c.被雇用者の 3 区分が取られて
いる。調査紙には具体例として、a には実質的所有者・共同所有者・賃借経営者・業務指導者、b に
は学問的・技術的、および商業上の修養を積んだ管理・監督・事務職員、cでは他の補助人・職人・

























































































































































































からず引きずっている。これはその後の 1895年と 1907 年の調査をも制約する。 
































































































































 ドイツ帝国形成後の 1871 年 12 月に人口センサスが実現する。1882 年には営業調査がセンサスと














工場表からは「それぞれの特殊な工業分野の全部の拡がり（der vollständige Umfang）を看取する」（Die 





る.H.Hoffmann,Quellenkritische Untersuchungen,Stuttgart,2012,S.407.自らが立案に当たった 1820 年営
業税法をその後の営業表作成の基礎資料として有効利用すべきというのがその考えである。 







いては,D.Schmidt,„Kenntiniss ist Macht"－ERNST ENGEL in Sachsen,Statistik in Sachsen,2006.1, 








る営業といかなる範囲で営まれているかの調査を不可欠としている.Bericht,betreffend die Gewerbestat- 





罰金刑が明文化されたのは 82年調査を指令した「1882 年職業統計調査に関する法律」においてである. 
8）当時の職業統計の職種分類がその基礎に経営（=営業）分類を置いていることは,すでにフュルストの看取し































































の調査票が利用されている.Berufs- und Betriebszählung vom 12.Juni 1907, St.d.D.R., N. F., Bd.220/221, 
1914,SS.2-7.やはり,調査での労力節減は避けて通ることのできない問題であった. 
11）Erfahrungen und Beobachtungen bei Berufs- und Gewerbezählungen vom 12.Juni 1907,Zeitschrift des 





Űber Beruf und Berufsschema,Ztsch.d.Könl.Pr.St.Landamt.,Jg.54,1914,SS.365-80,Einleitung in die  
Wirtschaftsstatistik,Jena,1920,S.63ff.これについては,R.Stockmann,A.Willms-Herget,Erwerbsstatis- 
tik in Deutschland,Furankfurt/Main und New York,1985,S.29ff.,をも参照.営業分類から独立した職業分
類が営業統計で採用されるのは 1925 年調査からである. 
14）1895 年職業=営業調査の指示には,同一営業内に複数の営業分野が包摂されている場合,「各営業分野ごとに
別々の営業調査票が記入される形で申告される」（Anordnungen über die Berufs- und Gewerbezählung vom 
14.Juni 1895,St.d.D.R.,N.F.,Bd.102,1897,S.9.）とある.1907 年職業=経営調査でも同様である. 
15) W.Conradt,Die Zähleinheit der gewerblichen Betriebsstatistik,All.St.Ar.,Bd.12,1920,S.30,R.Meerwar- 
    th,Einleitung in die Wirtschaftsstatistik,SS.6-52,R.Passow,Betrachtunden über den Aufbau unserer 
gewerblichen Betriebsstatistik,Zeitschrift für Sozialwissenschaft,N.F.,Jg.2,1911,SS.219-25,SS. 
323-38.このような分解方式が限界に来ていることは調査当局側からも指摘されている.Erfahrungen und 
Beobachtungen,a.a.O.,S.22.ドイツ営業統計で,こうした技術的単位ではなく,場所的にまとまった営業経営
そのものを調査対象に取り上げることになるのは 1925 年調査からである． 
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